
　

第68回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　

　

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

　

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

　

　

　

　

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の規定に基

づき、当社ウェブサイト（http://www.matsuda-sangyo.co.jp）に掲載することによ

り、株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結されております。
当該連結子会社は、マツダ流通㈱、マツダ環境㈱、日本メディカルテクノロジ

ー㈱、北海道アオキ化学㈱、ゼロ・ジャパン㈱、ガルフ食品㈱、Matsuda Sangyo
(Thailand) Co.,Ltd.、Matsuda Sangyo (Philippines) Corporation、Matsuda
Sangyo (Singapore) Pte.Ltd.、Matsuda Resource Recycling (Suzhou)
Co.,Ltd.、Matsuda Sangyo (Malaysia) Sdn.Bhd.、Matsuda Sangyo Trading
(Qingdao) Co.,Ltd.、Matsuda Sangyo Trading (Thailand) Co.,Ltd.、South
Gate Realty Holding Inc.及びMatsuda Sangyo (Vietnam) Co.,Ltd.の15社であり
ます。

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数 １社
当該関連会社は、日鉄住金マイクロメタル㈱であります。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 ・有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券
　時 価 の あ る も の…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は、移動平均法により算
定）

　時 価 の な い も の…移動平均法による原価法
　 ・たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており
ます。
貴金属関連事業
商 品 …先入先出法
製品及び仕掛品

貴 金 属 地 金 …先入先出法
工 程 貴 金 属 地 金 …総平均法
化 成 品 …先入先出法

原 材 料 …個別法
食品関連事業
商 品 …先入先出法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

…当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただ
し、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属
設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物は定額法）を採用し、在外連
結子会社は主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～38年
機械装置及び運搬具 ２～７年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

…定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
　ソフトウェア(自社利用分) ５年(社内における
　 利用可能期間)
　その他 10年(経済的耐用年数)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定
額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

賞 与 引 当 金…従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上し
ております。

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額の100％を計上しております。

執行役員退職慰労引当金…執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に
基づき当連結会計年度末における要支給額の100％を
計上しております。
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④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
a 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちMatsuda Sangyo (Thailand) Co.,Ltd.、Matsuda Sangyo
(Philippines) Corporation、Matsuda Sangyo (Singapore) Pte.Ltd.、Matsuda
Resource Recycling (Suzhou) Co.,Ltd.、Matsuda Sangyo (Malaysia)
Sdn.Bhd.、Matsuda Sangyo Trading (Qingdao) Co.,Ltd.、Matsuda Sangyo
Trading (Thailand) Co.,Ltd.、South Gate Realty Holding Inc.及びMatsuda
Sangyo (Vietnam) Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類を作成するにあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結
決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。

b 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

c 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。
　なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差
額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上し
ております。

d 重要なヘッジ会計の方法
繰延ヘッジを採用しております。また為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処
理の要件を満たしている場合には特例処理を、金利スワップの特例処理の要件
を満たし、かつ振当処理の要件を満たす金利通貨スワップ取引については、一
体処理（特例処理、振当処理）を行っております。
　
e 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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3. 会計方針の変更に関する注記
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係

る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年
６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与
える影響は軽微であります。

　
4. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 … 11,791百万円

(2) 当社は資金調達の機動性を高めるため、株式会社みずほ銀行をアレンジャーと
する計５行の銀行との間に借入枠（コミットメントライン）を設定しております。
　なお、当連結会計年度末における当該借入枠に基づく借入の実行状況は次のと
おりであります。
借 入 枠 3,000百万円
借入実行残高 ―百万円
差引借入未実行残高 3,000百万円

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数

　普 通 株 式 … 28,908,581株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議
株式の

種類

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会

普通

株式
368 14 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年11月14日

取締役会

普通

株式
368 14 平成28年９月30日 平成28年12月５日

(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となる
もの

平成29年６月29日開催の第68回定時株主総会において次のとおり提案してお
ります。
・配当金の総額 368百万円

　・１株当たり配当金額 14円
　・基準日 平成29年３月31日
　・効力発生日 平成29年６月30日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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6. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に貴金属関連事業及び食品関連事業を行うための設備投
資計画や運転資金需要に照らして必要な資金を主に銀行借入により調達してお
ります。一時的な余資は安全性の高い短期の金融商品（現金同等物）で運用し、
また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、
後述のリスクを回避するために利用しており、投機目的の取引は行わない方針
であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先毎の
期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を原則として１年毎
に把握する体制としております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締
役会に報告されております。

営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。借入金の
うち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は営業取
引並びに設備投資に係る資金調達であります。
貴金属関連事業ではアジアでの海外事業を展開していることから、外貨建て

の営業債権・債務が為替の変動リスクに晒されております。食品関連事業では
全世界から主として米ドル建てで食材を調達しており、予定取引を含む営業債
務が為替の変動リスクに晒されております。また、貴金属関連事業では貴金属
及び非鉄金属の売買（原材料調達並びに製商品販売）に伴う相場変動リスクに
晒されております。これらのリスクを軽減する目的で、為替予約取引及び商品
先物取引を利用しております。また、長期借入金の一部に対し金利変動リスク
及び為替変動リスクをヘッジするため金利スワップ取引や金利通貨スワップ取
引を利用しております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限
を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたって
は、信用リスクを軽減するために、格付の高い銀行と商社とのみ取引を行って
おります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グル
ープでは各社が月次に資金繰計画を作成し、これを親会社がモニターするなど
の方法により管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。また、「(2)金融商品の時価等に関する事項」
におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ
バティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日現在の連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表には含めておりません（(注2)参照）。

(単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

① 現金及び預金 6,784 6,784 ―

② 受取手形及び売掛金 19,954 19,954 ―

③ 投資有価証券

　 その他有価証券 1,366 1,366 ―

資産計 28,105 28,105 ―

① 買掛金 8,223 8,223 ―

② 短期借入金 1,993 1,993 ―

③ 長期借入金(1年内に返済予定を含む） 2,592 2,593 1

負債計 12,809 12,810 1

デリバティブ取引(※) 45 45 ―

(※)デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。
③投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
(単位：百万円）

区分 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価(※) 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
株式 1,348 449 898

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
株式 18 23 △4

合計 1,366 472 894

(※)取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。
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負債

①買掛金、②短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。
③長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

・ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
・ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日におけ
る契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとおりでありま
す。

(単位：百万円）

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等
時価

当該時価

の算定方法うち１年超

振当処理

為替予約取引
先物為替相場

によっている
米ドル買建 買掛金 3,204 ― 30

米ドル売建 売掛金 483 ― △3

原則的処理方

法
商品先物取引 地金取引 8,560 ― △72

商品先物相場

によっている

金利スワップ

の特例処理
金利スワップ取引 長期借入金 40 20 （※） ―

金利通貨スワ

ップの一体処

理(特例処理・

振当処理）

金利通貨

スワップ取引
長期借入金 85 0 （※） ―

(※)金利スワップの特例処理及び金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされ

ている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

ております。

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

関連会社株式 2,963

非上場株式 140

合計 3,103

(※)上記は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③投資有

価証券」には含めておりません。
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(注3)金銭債権の連結決算日後の償還予定額
(単位：百万円）

１年以内

① 現金及び預金 6,784

② 受取手形及び売掛金 19,954

合計 26,738

(注4)長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：百万円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 994 1,063 355 180 ― ―

7. １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 … 2,027.45円
(2) １株当たり当期純利益金額 … 93.21円

8. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

9. その他の注記
（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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個別注記表

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

　 時 価 の あ る も の…決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定)

　 時 価 の な い も の…移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

商 品 …先入先出法

製 品

　工 程 貴 金 属 地 金…総平均法

　工程貴金属地金以外の貴金属類…先入先出法

原 材 料 …個別法

仕 掛 品 …先入先出法

貯 蔵 品 …先入先出法

(3) 固定資産の減価償却方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

…定率法を採用しております。ただし、平成10年４月
１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並び
に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　 建物及び構築物 ３～38年
　 機械装置及び運搬具 ２～７年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

…定額法を採用しております。
　なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
　ソフトウェア(自社利用分) ５年(社内における
　 利用可能期間)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー
ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする
定額法によっております。
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(4) 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金…従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上し
ております。

退 職 給 付 引 当 金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
a 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を
当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。
b 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方
法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
く期末要支給額の100％を計上しております。

執行役員退職慰労引当金…執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規
に基づき当事業年度末における要支給額の100％を
計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジを採用しております。また為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処
理の要件を満たしている場合には特例処理を、金利スワップの特例処理の要件
を満たし、かつ振当処理の要件を満たす金利通貨スワップ取引については、一
体処理（特例処理、振当処理）を行っております。

(6) 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の

方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(7) 消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の処理は、税抜方式によっております。
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3. 会計方針の変更に関する注記
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適
用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却
方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は
軽微であります。

4. 貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

①関係会社に対する短期金銭債権 … 857百万円
②関係会社に対する短期金銭債務 … 1,073百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 … 10,323百万円

(3) 当社は資金調達の機動性を高めるため、株式会社みずほ銀行をアレンジャーと
する計５行の銀行との間に借入枠（コミットメントライン）を設定しております。
　なお、当事業年度末における当該借入枠に基づく借入の実行状況は次のとおり
であります。
借 入 枠 3,000百万円
借入実行残高 ―百万円
差引借入未実行残高 3,000百万円

(4) 保証債務等
保証債務 ７百万円
(注)当社の子会社の特定仕入先からの債務に関する他社の保証債務に対し、当社が再保証を行

っております。

5. 損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高

①売上高 … 6,902百万円
②仕入高 … 16,745百万円
③営業取引以外の取引高 … 482百万円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数
普通株式 … 2,575,021株
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7. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産
　 未払事業税 … 40百万円
　 賞与引当金 … 215百万円
　 貸倒引当金 … 23百万円
　 役員退職慰労引当金 … 190百万円
　 退職給付引当金 … 17百万円
　 その他 … 305百万円
　 繰延税金資産小計 … 792百万円
　 評価性引当額 … △194百万円
　 繰延税金資産合計 … 598百万円

　 繰延税金負債
　 その他有価証券評価差額金 … △270百万円
　 繰延ヘッジ損益 … △0百万円
　 繰延税金負債合計 … △271百万円
　 繰延税金資産の純額 … 327百万円

　 流動資産－繰延税金資産 … 441百万円
　 固定負債－繰延税金負債 … △114百万円

8. リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具・分析機器等の一部につい

ては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

9. 関連当事者との取引に関する注記
　(1) 役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)の割
合(％)

事業上
の関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役 員 及 び
そ の 近 親
者 が 議 決
権 の 過 半
数 を 所 有
し て い る
会社等

松 田 物 産
㈱

(被所有)
直接
13.6

土地・建
物賃貸借、
損 害 保 険
取 引 及 び
事務代行

工場用地、営
業所及び社宅
の賃借

65 ― ―

損害保険
取引

189 未払費用 3

保証金の差入 ― 差入保証金 45

(注) 1. 当社代表取締役社長松田芳明及びその近親者が100％を直接保有しております。
2. 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。
3. 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 賃借条件は、工場用地及び営業所については不動産鑑定士の鑑定評価に基づいて、

社宅については近隣の相場に基づいて決定しております。また、損害保険料の支払い
については、一般的な保険取引と同一の条件であります。
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　(2) 子会社等及び関連会社等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)の割
合(％)

事業上
の関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

マ ツ ダ 環
境㈱

所有
直接
100.0

当 社 製 品
の調達先
当 社 の 資
金援助先

資金の貸付
*1

4,062
関係会社
短期貸付金
*1

4,110

利息の受取 *2 40 未収入金 8

ゼ ロ ・ ジ
ャパン㈱

所有
直接
100.0

当 社 設 備
等 の 賃 貸
先

資金の預り 110
関係会社
預り金

700
資金の返却 70

利息の支払
*2

12 未払費用 3

関連
会社

日 鉄 住 金
マ イ ク ロ
メタル㈱

所有
直接
30.0

当 社 製 品
の販売先
当 社 商 品
の調達先

金地金等の
販売 *3
(注3)

3,307
売掛金 109

未収入金 116

金ボンディン
グワイヤ等の
購入 *4
(注4)

3,060
買掛金 310

未払金 2

仕入割引 *4 13 ― ―

(注) 1. 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れております。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
*1 資金の貸付は、期中において短期的に反復して調達・返済が行われているため、取

引金額は月末平均残高を記載しております。
*2 資金の貸付及び預りにより発生する利息は市場金利を参考に決定しております。
*3 当社製品の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない他の当

事者と同様の条件によっております。
*4 同社製品の購入に際し、価格については市場動向等を勘案して、定期的に協議して

決定しております。決済条件については、市場慣行に比べて短期日内の支払を行う
こととし、その短縮期間につき利息相当額の割引を行うこととしております。

3. 「金地金等の販売」取引金額には、売上高に計上しない通過取引に係る額2,459百万円が
含まれております。

4. 「金ボンディングワイヤ等の購入」取引金額には、仕入高に計上しない通過取引に係る額
110百万円が含まれております。

10. １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 … 1,736.99円
(2) １株当たり当期純利益金額 … 71.84円
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11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12. その他の注記
（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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